
 
 

第二次トランプ政権の経済安全保障 

―価値の転換と選択肢の変容― 

 

 

はじめに 

2025 年 12月に公表された米国の国家安全保障戦略（NSS2025）は、第二次トランプ政権が経済安

全保障を重視する姿勢を公式かつ体系的に示すものであった 1。もちろん、経済安全保障という言

葉が使われないまでも、第一次トランプ政権時においても関連する一連の問題に対して強い意識が

向けられていたことは明らかである。バイデン政権を経てこうした方針が維持されていることは、

米国が構造的に経済安全保障をめぐる問題に対処せざるを得ない立場に置かれていることを示して

いる。 

しかしそのうえで、第二次トランプ政権における経済安全保障関連の政策には、固有の特徴も見

られる。第一に、国際緊急経済権限法を根拠に大統領令を連発することで迅速な、しかし国内合意

や適法性、他国へのシグナリングに欠ける政策が展開されていることである。第二に、第二次トラ

ンプ政権の経済安全保障政策が、単に懸念国の攻撃的なエコノミックステイトクラフトへの備えに

とどまらず、むしろそれを行使する態度を強めたこと、その矛先が懸念国に対してのみならず、同

志国に対しても向けられるようになっていることである。本稿では第二次トランプ政権の最初の一

年を大統領令を中心に振り返りながら、こうした特徴がいかなる背景のもとにあらわれたのかを検

討する。 

 

１．経済安全保障の包括的な強化方針 

 

トランプ大統領が第一次政権のときからサプライチェーンや国内製造業、あるいはイノベーショ

ン基盤の弱体化に対して強い問題意識を持っていたことは、2018年に公表された「米国の製造・防

衛産業基盤及びサプライチェーンレジリエンスの評価及び評価」に関する報告書によくあらわれて

いる 2。この報告書で提示されている米国のリスクはバイデン政権を経て今日に至るまでの米国の

経済安全保障をめぐる問題意識と多くが重なっており、第二次政権もそれを引き継いだうえでさま

ざまな対策を打ち出している。 

ひとつは、サプライチェーンの継続的な強化である。トランプ政権は半導体、AI、造船分野をは

じめとするサプライチェーンリスクの緩和を目指しており、そのために二国間および多国間の協力

関係を構築してきた。たとえば、先端技術分野では英国政府とともに AI、民生用原子力、核融合、

量子を含む諸分野での共同研究開発やデータ共有、インフラ整備、人材育成といった取り組みを進

め、それと同時に規制緩和を進めることでイノベーションの加速を目指している 3。日本や韓国と

も同様の分野で技術協力協定を締結し、重要新興技術の発展に加えてサプライチェーンの保護を進

 
1 The White House, National Security Strategy, December 2025. 
2 Department of Defense, Assessing and Strengthening the Manufacturing and Defense Industrial Base and Supply Chain 
Resiliency of the United States: Report to President Donald J. Trump by the Interagency Task Force in Fulfillment of 
Executive Order 13806, September 2018. 
3 The White House, “Memorandum of Understanding Between the Government of the United States of America and the 
Government of the United Kingdom of Great Britain and Northern Ireland Regarding the Technology Prosperity Deal,” 
September 18, 2025, https://www.whitehouse.gov/presidential-actions/2025/09/memorandum-of-understanding-
between-the-government-of-the-united-states-of-america-and-the-government-of-the-united-kingdom-of-great-britain-
and-northern-ireland-regarding-the-technology-prosperity-de/. 



 
 

めようとしているほか 4、米国において能力不足が問題となっている造船分野での協力が志向され

るなど、必ずしもすべての分野で単独主義が前景化しているわけではない 5。 

米国が展開する経済安全保障の取り組みはこうしたモノのサプライチェーン強化にとどまらず、

対内・対外投資規制や研究セキュリティをめぐる単独ないし複数国間での対応にも及んでいる。も

っとも、こうした取り組みはトランプ大統領に特有のものではなく、過去の政権の政策方針を継続

的に発展させているものと位置づけることができる。 

経済安全保障の観点から展開されるこのようなサプライチェーン再編の取り組みは、米国だけで

なく、脅威認識を共有する国々にとっても大きなメリットがある。しかしその一方で、並行して非

互恵的なディールも展開されてきたことが、ミドルパワーを中心とする同盟国・友好国の政策選択

に困難を与えるようになった。 

問題のひとつは、第三節でも論じるように、上記の経済安全保障確保のための二国間協定の多く

が、関税率の設定をめぐる問題と紐づけられたことである。米国と同盟国との間に共通の目的や利

益が存在することは明らかである一方、いわゆる「相対利得」をめぐる争い―もっといえば力関係

に基づく圧力―の問題が前景化するようになっている。 

もうひとつ、AIをはじめとする新興技術分野の研究開発や規制に向けた国際協力において、背景

となる価値観のズレが問題となっている。AIの重要性自体に主要国間で共通の認識が出来上がって

いることは間違いないが、トランプ政権は EUの伝統的な価値観を否定しながら大統領令を通じて

「リベラルな価値を反映した AI（Woke AI）」を禁止するなど 6、今日の研究開発や規制において重

視される根底の価値観の乖離が同志国間で生じはじめている。そうしたなかで EUや英国はどのよ

うな規範的立場をとり、利益とバランスさせるかという問題を抱えることになる。AI分野では日本

も近年、米国と協力しつつハードローアプローチへの転換を進めているが、開発・運用能力の非対

称性ゆえに同様の問題に直面することになろう 7。 

 

２．エネルギー・重要鉱物をめぐる対応の加速―前提となる価値観の転換― 

 

このように、第二次トランプ政権の経済安全保障政策は国内外で多角的に展開されているが、と

りわけエネルギー・重要鉱物供給の分野では体系的なサプライチェーンの再編が加速している。ト

ランプ政権におけるこれらのトピックへの問題意識は高く、就任直後の 2025年 2月には「エネル

ギー緊急事態」が発出され 8、「国家エネルギー・ドミナンス会議（National Energy Dominance 

Council）」の設置による米国エネルギー生産の最大化が目指されることとなった。 

 
4 The White House, “Memorandum of Cooperation Regarding the Technology Prosperity Deal Between the Government 
of the United States of America and the Government of Japan,” October 28, 2025. 
https://www.whitehouse.gov/articles/2025/10/u-s-japan-technology-prosperity-deal/; “Memorandum of Understanding 
Between the Government of the United States of America and the Government of the Republic of Korea Regarding the 
U.S.-ROK Technology Prosperity Deal” October 29, 2025, https://www.whitehouse.gov/articles/2025/10/u-s-korea-
technology-prosperity-deal/. 
5 Kanaoka, Hirofumi, “Japan, U.S. Agree to Shipbuilding Cooperation as China Builds Capacity,” Nikkei Asia, October 28, 
2025, https://asia.nikkei.com/politics/international-relations/japan-us-agree-to-shipbuilding-cooperation-as-china-builds-
capacity; Liu, Juliana, “South Korea Is the Answer to America's Naval Problem,” The Japan Times, December 16, 2025, 
https://www.japantimes.co.jp/commentary/2025/12/16/japan/south-korea-key-to-saving-us-naval-problem/. 
6 The White House, “Preventing Woke AI in the Federal Government,” July 23, 2025, 
https://www.whitehouse.gov/presidential-actions/2025/07/preventing-woke-ai-in-the-federal-government/. 
7 塩野誠、齊藤孝祐、梅田耕太、八並映里香、スミス理紗「生成 AI の開発競争をめぐる地経学―新興技術はいかにして
国家のパワーとなりうるか―」地経学研究レポート、No. 6、2025 年 10 月 27 日。 
8 The White House, “Declaring a National Energy Emergency,” January 20, 2025, 
https://www.whitehouse.gov/presidential-actions/2025/01/declaring-a-national-energy-emergency/. 
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重要鉱物についても、トランプ政権は各国との協定を積み重ねた。主だったところでは、オース

トラリア、サウジアラビア、タイ、マレーシアといった資源保有国との間で重要鉱物やレアアース

の安定供給を目的とした協力枠組みを締結し、投資や規制緩和、安全保障上の審査強化、あるいは

対米輸出の確保を目指している 9。2025年 12月には米国主導のイニシアチブとして「パックス・

シリカ（Pax Silica）」が提唱され、重要鉱物、エネルギー、半導体、先進製造、AI 等をめぐって

信頼できるパートナーシップを構築することを目指した宣言に 7カ国が署名した。2026年 2月には

日本も含む 55 カ国が参加した閣僚級会合において、重要鉱物に関する「貿易圏」の構築が提案さ

れ 10、重要鉱物のサプライチェーンが米国の経済安全保障を単独で高めることを目的としているだ

けでなく、経済圏のブロック化を志向したものであることが示唆された。 

エネルギー・重要鉱物をめぐるこうした国際連携を推進するのと同時に、自給能力を高めるため

の取り組みも展開されてきた。その対象となる資源は、レアアースから銅や石炭、LNGを含めて広

範囲に及んでいる。さらに、エネルギー供給については、AIの発展・普及に伴う電力需要や対外依

存のリスクに鑑みて原子力電源の再活性化を加速させる措置が講じられたことも特徴的である 11。 

重要なことは、こうした取り組みに環境や安全性を対価として経済安全保障を推進しようという

特徴がみられることである。一部の大統領令では環境への配慮に言及しつつも、銅精錬やタコナイ

ト鉄鉱石の処理については環境規制の緩和が指示された 12。また、国内の資源開発能力を高めるべ

く、アラスカや米国沖合の鉱物資源開発に関する規制を緩和する方針も示された 13。グリーンエネ

ルギーは信頼性が低く、エネルギー供給の対外依存を高めるものとされ、同分野での補助金を終了

 
9 The White House, “United States-Australia Framework for Securing of Supply in the Mining and Processing of Critical 
Minerals and Rare Earths,” October 15, 2025, https://www.whitehouse.gov/briefings-statements/2025/10/united-states-
australia-framework-for-securing-of-supply-in-the-mining-and-processing-of-critical-minerals-and-rare-earths/; “Joint 
Statement on United States-Malaysia Agreement on Reciprocal Trade,” October 15, 2025, 
https://www.whitehouse.gov/briefings-statements/2025/10/joint-statement-on-united-states-malaysia-agreement-on-
reciprocal-trade/; “Memorandum of Understanding Between the Government of the United States of America and the 
Government of the Kingdom of Thailand Concerning Cooperation to Diversify Global Critical Minerals Supply Chains,” 
October 15, 2025, https://www.whitehouse.gov/briefings-statements/2025/10/memorandum-of-understanding-between-
the-government-of-the-united-states-of-america-and-the-government-of-the-kingdom-of-thailand-concerning-
cooperation-to-diversify-global-critical-minerals-supply-cha/; “President Donald J. Trump Solidifies Economic and 
Defense Partnership with the Kingdom of Saudi Arabia,” November 1, 2025, https://www.whitehouse.gov/fact-
sheets/2025/11/fact-sheet-president-donald-j-trump-solidifies-economic-and-defense-partnership-with-the-kingdom-of-
saudi-arabia/. 
10 Department of State, “2026 Critical Minerals Ministerial,” February 11, 2026, https://www.state.gov/releases/office-of-
the-spokesperson/2026/02/2026-critical-minerals-ministerial. 
11 The White House, “Reinvigorating the Nuclear Industrial Base,” May 14, 2025, 
https://www.whitehouse.gov/presidential-actions/2025/05/reinvigorating-the-nuclear-industrial-base/. 
12 The White House, “Regulatory Relief for Certain Stationary Sources to Promote American Mineral Security,” October 
20, 2025, https://www.whitehouse.gov/presidential-actions/2025/10/regulatory-relief-for-certain-stationary-sources-to-
promote-american-mineral-security/; “Regulatory Relief for Certain Stationary Sources to Promote American Iron Ore 
Processing Security,” July 1, 2025, https://www.whitehouse.gov/presidential-actions/2025/07/regulatory-relief-for-
certain-stationary-sources-to-promote-american-iron-ore-processing-security/. 
13 The White House, “Unleashing Alaskaʼs Extraordinary Resource Potential,” January 20, 2025, 
https://www.whitehouse.gov/presidential-actions/2025/01/unleashing-alaskas-extraordinary-resource-potential/; 
“Unleashing Americaʼs Offshore Critical Minerals and Resources,” April 20, 2025, 
https://www.whitehouse.gov/presidential-actions/2025/04/unleashing-americas-offshore-critical-minerals-and-resources/. 



 
 

することが決定された 14。原子力についても、原子力規制委員会の定めた放射線規制基準が不合理

に厳格であるとして、組織改革とともに安全基準の見直しを求めている 15。 

こうした方針を発出するにあたり、トランプ大統領は現行の規制を「懲罰的」、「技術的に遵守不

可能」、「米国の経済安全保障リスクを高めるもの」と断じたうえで緩和の合理性を主張してきた

が、これらの主張の妥当性はともかく、少なくとも一連の規制緩和によって従来定められていた安

全マージンは縮小されることになる。同様の規制緩和は国内化学製造分野においても見られる 16。

エネルギー・重要鉱物に限らず、第二次トランプ政権においては環境・安全リスクの優先順位が低

下しており、それが大統領の信条の問題にとどまらず、実際の政策にも反映されていることが見て

取れる。 

 

３．エコノミックステイトクラフトと対中圧力 

 

第二次トランプ政権の経済安全保障政策の特徴を際立たせているのが、経済的手段を外交的な圧

力のツールとして積極的に用いるようになっていることである。ウォルト（Stephen M. Walt）

は、第二次トランプ政権の外交政策のスタイルを「捕食的覇権（predatory hegemony）」と描写す

る 17。そのためのツールとして多用されるようになったのが関税であり、米国市場へのアクセスを

制御することで他国に譲歩を迫る手法が繰り返されるようになった。 

第二次トランプ政権の経済安全保障政策が、引き続き中国を主たる脅威として位置付け、その対

策を講じるものであることは確かである。輸出管理や投資規制といった手法を通じて自国のサプラ

イチェーンを保護しつつ、中国に一定の圧力をかけて半導体や AI、あるいは科学研究分野全般にお

ける能力向上を阻もうとする政策はバイデン政権とも一貫している。しかしそれと同時に、第二次

トランプ政権のエコノミックステイトクラフトにはバイデン政権とは異なる特徴も見られる。 

ひとつは、トランプ政権が中国を脅威とみなしつつ、必ずしも国家間対立の枠組みではなく、問

題の性質や利害次第で個別の判断に基づく取引を行うケースがみられることである。オピオイド問

題はその代表的な例として位置づけられよう。トランプ政権は発足直後からオピオイドを中心とす

る薬物流入の問題を重視しており、オピオイドの一種であるフェンタニルを「大量破壊兵器」と呼

んで対応の強化を図るなど 18、その姿勢は一貫している。2025年 2月にはその供給源のひとつとさ

れる中国に対策を促し、十分な対策が講じられないことを理由に関税を引き上げることで圧力をか

けた。しかしその後、トランプ政権は中国による一定の対応を評価するかたちで関税率を再び引き

下げる措置をとっている 19。こうしたオピオイドをめぐる米国のエコノミックステイトクラフトに

は、同志国・懸念国という国家間対立の枠組み以上に、トランプ大統領自身が対処すべきとみなす

 
14 The White House, “Ending Market-Distorting Subsidies for Unreliable Foreign-Controlled Energy Sources,” July 1, 
2025, https://www.whitehouse.gov/presidential-actions/2025/07/ending-market-distorting-subsidies-for-unreliable-
foreign-controlled-energy-sources/. 
15 The White House, “Ordering the Reform of the Nuclear Regulatory Commission,” May 14, 2025, 
https://www.whitehouse.gov/presidential-actions/2025/05/ordering-the-reform-of-the-nuclear-regulatory-commission/. 
16 The White House, “Regulatory Relief for Certain Stationary Sources to Promote American Chemical Manufacturing 
Security,” July 1, 2025, https://www.whitehouse.gov/presidential-actions/2025/07/regulatory-relief-for-certain-stationary-
sources-to-promote-american-chemical-manufacturing-security/. 
17 Walt, Stephen M., “The Predatory Hegemon: How Trump Wields American Power,” Foreign Affairs, February 3, 2026, 
https://www.foreignaffairs.com/united-states/predatory-hegemon-walt. 
18 The White House, “Designating Fentanyl as a Weapon of Mass Destruction,” December 1, 2025, 
https://www.whitehouse.gov/presidential-actions/2025/12/designating-fentanyl-as-a-weapon-of-mass-destruction/. 
19 The White House, “Modifying Duties Addressing the Synthetic Opioid Supply Chain in the Peopleʼs Republic of China,” 
November 15, 2025, https://www.whitehouse.gov/presidential-actions/2025/11/modifying-duties-addressing-the-
synthetic-opioid-supply-chain-in-the-peoples-republic-of-china/. 



 
 

問題とそれにまつわる利益という枠組みで政策を組み立て、目標を達成しようとする姿勢が表れて

いる（のちに論じるように、こうした姿勢は同盟国にも向けられる）。 

半導体輸出の規制基準も経済的利益の影響を強く受けるようになっているようである。米国はバ

イデン政権以降、先端半導体へのアクセスを制限することで、中国が AI分野における能力を発展

させることを阻止しようと試みてきたが、2026年 1月の商務省決定はこうした方針を覆し、これま

で中国への輸出が禁止されていた Nvidiaの H200やそれに準ずる水準の AI半導体の移転を許可す

るものであった 20。それは国内供給量の確保や軍事転用の禁止など、経済安全保障上のリスクに一

定程度配慮することで米国の優位性を維持することに努めるという条件付きではあるが、米国内で

は高度な AI 半導体を輸出することで生じる国家安全保障上のリスクに強い懸念も生じている 21。

こうしたケースは今日の経済安全保障問題の中核的な争点となっている半導体分野においてすら、

産業利益との兼ね合いで安全保障上のリスク基準が緩和の方向に向かっていることを示している。

もっとも、米国にとってそのリスクが実際に受容可能なレベルにとどまるかどうかは、今後の経過

を観察する必要がある。 

これらのケースは、米国にとっての問題解決に資する場合や、貿易利益を増進する場合に、とき

に対中宥和的にも見えるようなかたちで一定の妥協が講じられることを示している。こうした経済

安全保障領域における米中関係は、冷戦期の米ソ関係について指摘されたような「交渉不可能」な

価値の問題としてとらえられるものではなく、一定の利害調整が可能な外交問題としての性質を強

めているのである。 

 

４．同盟国・友好国に対する経済の武器化 

 

第二次トランプ政権のエコノミックステイトクラフトにみられるもう一つの特徴は、それが同盟

国や友好国に対して頻繁に向けられるようになったことであった。バイデン政権においても、イン

フレ抑制法における EV補助金や CHIPS・科学法における半導体投資など、経済安全保障の確保を目

的とした米国の政府支出が産業政策的な性格を帯びたことは、懸念国だけでなく同盟国からも批判

を浴びた。しかし、そのような副作用的な問題とは異なり、トランプ政権によるエコノミックステ

イトクラフトは同盟国に対してより意図的に、かつ、収奪的に展開される圧力である。 

相互関税については世界に大きな衝撃を与えた問題だったがゆえにすでに数多くの論考が発表さ

れているが、重要なことは、トランプ大統領が関税率の設定を単に貿易バランスの是正を目的とし

て変更することを目的とするのみならず、外交交渉の梃子として用いるようになったことである。

先に述べたように、トランプ政権は薬物流入への対策を重視しており、南北国境からの流入を阻止

するためにカナダとメキシコに厳しい対策を求めた。特筆すべきは、両国の対応が十分ではない場

合に追加関税を課すことを示唆することで、具体的措置を引き出そうとした点にある 22。同様の手

法はグリーンランド問題をめぐって欧州諸国にも向けられた。トランプ大統領はグリーンランドを

中国やロシアの脅威から「守る」ことを理由に、繰り返しその購入や、場合によっては武力による

 
20 Department of Commerce, Bureau of Industry and Security, “Revision to License Review Policy for Advanced 
Computing Commodities,” 15 CFR Parts 742, 744 and 748, January 15, 2026, https://public-
inspection.federalregister.gov/2026-00789.pdf. 
21 McGuire, Chris, “The New AI Chip Export Policy to China: Strategically Incoherent and Unenforceable,” Council of 
Foreign Relations, January 14, 2026, https://www.cfr.org/articles/new-ai-chip-export-policy-china-strategically-
incoherent-and-unenforceable. 
22 The White House, “Progress on the Situation at Our Northern Border,” February 3, 2025, 
https://www.whitehouse.gov/presidential-actions/2025/02/progress-on-the-situation-at-our-northern-border/; “Progress 
on the Situation at Our Northern Border,” February 3, 2025, https://www.whitehouse.gov/presidential-
actions/2025/02/progress-on-the-situation-at-our-northern-border/. 



 
 

併合も視野に入れた主張を展開してきた。これに反対するグリーンランドや欧州諸国に対して、追

加関税を手札にして圧力をかけたことは、トランプ政権の強制的な外交スタイルを改めて示す事例

となった 23。 

これらに限らず、第二次トランプ政権が関税を梃子にして展開する外交圧力は、経済安全保障を

めぐる力の論理が米国と懸念国との間だけでなく、同盟国との間にも適用されることを改めて浮き

彫りにした。そのことによって、同盟国側にとっては米国もまた経済安全保障を確保するためのパ

ートナーというだけでなく、そのリスクを投げかける主体としての存在感を強めつつある。 

 

おわりに 

 

第二次トランプ政権の経済安全保障政策は、大統領主導で包括的に、しかし強引に展開されてき

た。その特徴はいくつかの点にまとめることができる。第一に、基本的に第二次政権の経済安全保

障政策は中国とロシアの脅威を念頭においたものではあるものの、必ずしも没交渉の政策としての

み展開されるのではない。安全保障と利益のバランスのなかでときに中国に対して宥和的な対応が

とられることもある。 

第二に、経済安全保障の名のもとに展開される一連の政策が、安全保障目的のものか経済的利益

を目的としたものかがしばしば不明瞭になるだけでなく、同盟国や友好国に対して直接的に圧力を

かけるかたちで展開されるようになっている。このことによって、第一期トランプ政権やバイデン

政権の政策においても懸念されるようになっていた「米国リスク」が、より意図的かつ直接的に投

げかけられるようになっている。 

第三に、サプライチェーンを強化する対価として、規制緩和によって国内環境を犠牲にするケー

スがしばしばみられるようになったことも重要な特徴であると言えよう。トランプ大統領は対象と

なる従来規制を「不当なもの」と断じるが、それらは本来、国内環境を保護する一定の役割があっ

たはずのものである。 

これらの政策は、米国政治における根本的な価値観が変化することによってはじめて可能となる

ものである。米国の政治外交の基盤となってきた米中の構造的対立関係、同志国との関係、あるい

は国内において重視すべき価値の枠組みがとりはらわれることによって、米国が採用可能な政策選

択肢のセットが変わりつつあるとみることができるだろう。 

それは短期的に米国に経済安全保障の、あるいは経済的な利益をもたらすことになるかもしれな

いが、同時に同盟国との価値観の齟齬や環境負荷の増大といった国内外における副作用を生み出す

ことにもなる。こうした変化が一過性のものにとどまるのか、それとも政権交代後も持続するのか

どうかはまだわからないが、長期的には米国の求心力をますます低下させる可能性もある。 

日本をはじめとする同志国は米国主導の安全保障連携を必要とする一方、これまでと異なるアイ

ディアに基づいた対米依存を強要されるというジレンマに向き合うことになる。これまでのように

軍事的、経済的な目的だけでなく、その前提となる価値観を共有できるかどうかというレベルで政

策を検討することが求められることになろう。カーニー演説はこうした状況を端的に示すものでは

あるが、ミドルパワーが自律性を回復することは、少なくとも経済安全保障の領域においては容易

ではない。 

 

（齊藤孝祐 上智大学教授） 

 
23 Mackintoshand, Thomas, and Tabby Wilson, “Trump Says He Will ʻ100%ʼ Carry Out Greenland Tariffs Threat, as EU 
Vows to Protect Its Interests,” BBC, January 20, 2026, https://www.bbc.com/news/articles/c4g5345ylk0o. 


